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○ 今後、消費者、流通業者等が有機農業に対し、「知る」、
「食べる」、「買う」、「有機農業とつながる」「有機農業
を応援する」など、行動変容を実現していく。

トピックス１
中国四国農政局有機農業推進ＰＲプロジェクト

○ みどりの食料システム戦略においては、2050年までに耕地面積に占める有機農業の取組面積の割合を25％に拡大す
ることを目標の一つとしている。この目標達成のためには、農業者のみならず、消費者、流通業者など関係する様々
な人々の有機農業への関心を高めることが重要である。

○ このため、中国四国農政局では、「中国四国農政局有機農業推進ＰＲプロジェクトチーム」を設置し、農政局内で
横断的な体制を整備し、柔軟で幅広いアイデアをもって、ＰＲ活動を行っている。

○ また、令和４年11月、JA岡山中央会及び岡山県と連携して、有機農業への関心を高め岡山県の有機農産物・加工食
品・畜産物等の需要と消費の拡大を図ることを目的として、「岡山有機農業フェア実行委員会」を設置した。
令和５年５月３日及び11月３日に、前年に引き続き「おかやま有機農業フェア」を開催した。

○ 令和５年11月３日、JR岡山駅エキチカひろばにおい
て、「おかやま有機農業フェア」を開催した。

○ 令和５（2023）年５月３日、JR岡山駅エキチカひろば
において、「おかやま有機農業フェア」を開催した。

おかやま有機農業フェアの開催（岡山有機農業フェア実行委員会主催）

【PR展示の様子】 【マルシェの様子】

【玄米配布の様子】

【マルシェの様子】

有機農産物を食べていただ
くことを目的に、有機JAS認
証玄米（100g入り）の配布

を来場者500名に行った。

岡山県内の有機農業者の協力の
もと、農業高校や農業者から有
機農産物（米、もち、さつまい
も、野菜、白きくらげ等）の出
品がありました。

有機JAS認証の農産
物・加工食品（日本
酒、甘酒、しいた
け、野菜、きくらげ
等）の販売や、パネ
ル展示等を行い、有
機農業のＰＲ活動を

行った。
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トピックス２
鳥インフルエンザの発生と防疫対応について

資料：中国四国農政局作成（R5.11.末現在） 資材の搬入

殺処分の様子

Ⅱ

○高病原性鳥インフルエンザの発生状況 （令和４年度）

○豚熱に感染した野生イノシシの確認状況（令和５年11月末現在）

○ 家畜伝染病は畜産経営に大きな被害を与え、畜産振興及び食料安定供給に大きな影響を及ぼすため、家畜伝染病
予防法に基づき、家畜所有者、国、県、関係機関が連携して発生・まん延防止に取り組んでいる。

○ 高病原性鳥インフルエンザは、平成15年以降国内で断続的に発生しており、令和２年度は管内５県（国内18
県）、令和３年度は２県（国内12道県）、令和４年度は４県（国内26道県）の発生となった。
また、令和４年度は、過去最も早い10月28日に岡山県で国内１例目が発生して以降発生が相次ぎ、過去最高の

約1,771万羽、管内では約272万羽が殺処分対象となった。なお、発生県の要請に応じ、中国四国農政局からも
職員を延べ473名を派遣し、防疫作業等を支援した。

○ 飼養豚における豚熱は、平成30年以降国内20都県で発生（89事例、殺処分対象数約36.8万頭。管内は未発生）。
令和元年に飼養豚への予防的ワクチン接種を開始し、接種推奨地域とされた北海道を除く全国で実施中。
野生イノシシについては、平成31年以降、国内で豚熱ウイルスへの感染確認が相次ぎ、拡散防止のための経口ワ

クチンの散布とともに、野生イノシシの感染状況のサーベイランス及び捕獲強化等を実施。管内では、令和４年
３月以降、７県で豚熱ウイルス陽性の野生イノシシを確認。全県で経口ワクチン散布が実施された。

（令和５年11月末現在）

中国四国地域における豚熱に感染した野生
イノシシ確認状況（令和５年11月末現在）

令和４年度 中国四国地域の高病原性
鳥インフルエンザ発生状況



野菜の消費動向と摂取量の見える化

１人１日当たりの野菜摂取量の推移

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」
注：1) 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年及び３年は調査中止

2)データは野菜類であり、緑黄色野菜、その他の野菜、野菜ジュース、漬け物を含む。

トピックス３
中国・四国地域における野菜摂取拡大の取組 ～見える化から魅力発信へ～

○ 健康づくりの指標である「健康日本21」において、成人１人当たりの野菜摂取目標量は、カリウム、食物繊維、抗
酸化ビタミン等の適量摂取が期待される量として350g以上とされているが、現状は平均280g程度で不足している。

○ これは必要量を正しく把握できないことが理由の一つと考えられることから、中国四国農政局では日ごろの野菜摂
取状況が把握できる測定機器を設置し、「見える化」を実施した。

○ 中国四国農政局職員の「イチ推し野菜料理」を大募集するなど、野菜の魅力を発信するとともに、継続的な野菜摂
取に向けた取組を推進している。

350 g(目標値)以上 132 10%

350 g(ほぼ目標値) 73 5%

300 g 201 15%

250 g 174 13%

175 g 351 25%

150 g未満 450 33%

計 1381 100%

野菜摂取目標量の350g/日が

とれている方は15％のみ･･･

ファジアーノ岡山とのコラボ

髙島屋50周年記念フェア せとうち島旅フェス

おかやま有機農業フェア

《野菜の摂取動向》

《野菜摂取量測定（ベジチェック）の様子》

《５月にベジチェックで測定した

野菜摂取量（推定）の分布》
主要農産物の１人１年当たりの消費動向

資料：農林水産省「食料需給表」
注：データは供給数量（＝消費者等に到達した食料）であり、実際に摂取された食料の数量ではない。

推しの831料理で魅力発信

• 主要農産物の消費動向をみると、野菜の消費
は減少傾向。

• 野菜の摂取量の現状は約280g程度で、約７割
の成人は目標に達していない。 Ⅲ



地域 実行組織 地域の食 内容
い な ば ・ た じ ま
因幡・但馬地域
（鳥取県・兵庫県）

一般社団法人
麒麟のまち観光局

牛すすぎ鍋 山陰海岸ジオパークに位置し、独特の地形・自然環境の中で但馬牛や鳥取砂丘らっきょう、こおげ花御所
柿などを生産。霊獣・麒麟が息づく「風と暮らす大地」をコンセプトに砂丘でのアクティビティや農村地域での
生活文化体験とともに食材の良さを生かした食を提供。

益田市
（島根県）

益田の歴史文化を
活かした観光拠点
づくり実行委員会

饗応料理・鮎雑煮・うずめ飯 豪族益田氏が戦国武将をもてなした饗応料理や、民間の饗応料理で現在でも地域の年中行事で提供さ
れる鮎雑煮やわさびを使ったうずめ飯などの食文化を、鮎釣りやわさび田見学などと併せて体験できる周遊
コースを提供。

津山市
（岡山県）

公益社団法人
津山市観光協会

干し肉・そずり鍋
古くから牛馬の流通拠点として栄え、他の地域では見られない独特の牛肉食文化が郷土料理として発展。
津山城、武家屋敷等の歴史的な町並みや農業体験、アウトドア体験等と併せた食体験を提供。

尾道市
（広島県）

株式会社
せとうちクルーズ

法楽焼き・浜子鍋
北前船により運ばれた日本各地の食材と地域の豊富な海産物、柑橘等により豊かな食文化が発達。歴
史のある街並としまなみ海道の景観を活かし、まち歩きやサイクリング等と併せた食の体験を提供。

呉市音戸地域 
（広島県） 

音戸町魅力化
推進協議会 

牡蠣めし・牡蠣エスカベーチェ 音戸の海域は、豊富な栄養分と水質の良さから牡蠣の養殖に適し、牡蠣生産は島の主要産業に発展。むき身
の生産量は日本一を誇る。養殖場等のまかない飯から家庭の味に定着した「牡蠣めし」とともに、インバウンドに対
応した「牡蠣特別メニュー」を提供。牡蠣と島の魅力を体験できる牡蠣ロゲイニングやサイクリングツアーも展開。 

にし阿波地域
（徳島県）

一般社団法人
そらの郷

そば米雑炊・ひらら焼き 独特の高傾斜地集落での「傾斜地農耕システム」と、在来の穀物、そば、芋等を中心とした伝統的な食文
化が息づく。古民家を高級感ある宿泊施設として整備することで、交流できる滞在型地域としてインバウンド
を呼び込む。

さぬき地域
（香川県）

さぬきの農泊 食文化海
外発信地域推進協議会

さぬきうどん
良質な小麦をはじめとして、イリコ、塩、醤油など、地域の資源が融合して「さぬきうどん」が発展し、地域全
体にうどん店が展開。伝統的なうどんからターゲット国の嗜好に合わせたうどんまで、多様な食を堪能できる。

八幡浜市
（愛媛県）

一般社団法人
八幡浜市ふるさと
観光公社

さつま汁 「みかんと魚のまちを暮らすように旅する」をテーマに、古くから営まれてきたトロール船の漁業の歴史とじゃこ天
やさつま汁などの食文化を農林漁業体験や料理体験で学ぶことができる。温州みかんの大産地であり、宇
和海を望むみかんの段々畑など美しい景観も魅力。

「SAVOR JAPAN」中国四国地域認定地域概要 ＜中国四国地域で８地域が認定（全国で40地域）＞
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○ 増大するインバウンドを、日本食・食文化の「本場」である農山漁村に呼び込み、訪日外国人の更なる増加と農林水産物・食
品の輸出増大につなげるといった好循環を構築していくことが重要である。

○ 特に、農泊（農山漁村滞在型旅行）を推進している地域であって、多様な地域の食やそれを支える農林水産業、伝統文化の魅
力で、訪日外国人を誘客する重点地域を農林水産大臣が「SAVOR JAPAN」として認定する制度を平成28（2016）年度に創設した。

○ 美味しい日本食が食べられるのは勿論、地域の食文化にも触れることができる旅先として、地域の魅力を磨き上げ、「SAVOR
JAPAN」ブランドでの一体的な情報発信を実施し、訪日外国人の誘客を強化している。

SAVOR JAPAN（地域の食・食文化によるインバウンド誘致）の取組 （※SAVORとは「味わう、楽しむ」という意味の英単語）

セイバー ジャパン

トピックス４



トピックス５
農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）の形成推進

〇 中山間地域では人口減少や高齢化が急速に進行し、農用地等の維持・管理と農業生産活動の継続が困難に
なる集落が増加。こうした状況を放置すると、一つの集落では集落機能の維持も難しくなる状況にあること
から、広域的な範囲で支え合う組織づくりが進むよう総合的な対策を早急に講じていくことが必要である。

○ このため、農林水産省では、令和４（2022）年度から小学校区程度の範囲における複数集落を対象に、農
用地の保全、地域資源を活用した経済活動及び生活支援活動の３つの活動により、農村集落の機能を補完す
る「農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）」の形成支援事業を開始した。

○ 令和５年度10月時点において、中国四国管内では19地区（全国の約４割）がこの事業を実施している。
〇 農村ＲＭＯの更なる形成推進のため、令和５年11月９日～10日に農村ＲＭＯ推進フォーラムを真庭市で開
催し、農村ＲＭＯ取組初期段階の地域を題材に、管内で農村ＲＭＯ形成支援事業に取り組む地区や今後取り
組もうとする地区等の参加によるワークショップ及び現地視察を実施した。

農用地の保全 地域資源の活用 生活支援

事業の実施

地域ぐるみの農地の保全・活用 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物支援

資源管理
生産補完
農業振興 生活扶助

農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

総
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自治会・町内会
婦人会・ＰＴＡ
社会福祉協議会など

集落協定、
集落営農、農業法人
など

○○むらづくり協議会
●複数の集落による集落協定等と自治会などの多
様な地域の関係者が連携して協議会を設立

●地域の話合いにより、農用地の保全、地域資源
の活用、農村の生活支援に係る将来ビジョンの
策定

集落
協定

集落
協定 集落

集落
協定

集落
協定

農業
法人

農用地の保全、農業生産

Ａ集落 B集落 C集落 D集落 E集落 F集落

地域の将来ビジョン

日時：令和5年11月9日（木）～10日（金）
場所：真庭市落合振興ホール（11月9日） 真庭市吉地区等（11月10日）

【フィーラムの内容】
●11月 9日 ワークショップ（事例紹介、意見交換）
●11月10日 現地視察

農村ＲＭＯ推進フォーラム（令和5年11月9～10日開催）

番号 県名 市町村名 事業主体名

1 浜田市  和田地区まちづくり推進委員会

2 浜田市  今福まちづくり委員会

3 出雲市  佐田地域づくり協議会

4 大田市  久利・大屋地区小さな拠点推進協議会

5 大田市  池田集落協定運営委員会

6 雲南市  躍動と安らぎの里づくり鍋山

7 邑南町  出羽地域運営協議会

8 岡山県 真庭市  吉縁起村協議会

9 三次市  石原集落地域振興協議会

10 三次市  田幸地区町内会連合会

11 庄原市  庄原市山内集落地域振興協議会

12 阿南市  加茂谷ＲＭＯ推進協議会

13 阿南市  椿町農村ＲＭＯ運営組織協議会

14 美波町  赤松地区農村ＲＭＯ推進協議会

15 愛媛県 東温市  奥松瀬川地区農村活性化協議会

16 本山町  本山町農村みらいの会議

17 いの町  明るい柳野を創る会

18 梼原町  集落活動センター「四万川」推進委員会

19 三原村  （一社）三原村集落活動センターやまびこ

島根県

広島県

徳島県

高知県

農村ＲＭＯモデル形成支援事業実施地区一覧（令和5年10月現在）
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